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広島県最低賃金を 65 円引上げ  時間額 1,085 円に  

～広島地方最低賃金審議会が答申～  

 

広島地方最低賃金審議会（会長 岡田
お か だ

 行
ゆき

正
まさ

）は、令和７年８月 18 日、広島労働局長

（小沼
お ぬ ま

 宏
こう

治
じ

）に対して、広島県最低賃金を 65 円引き上げ、時間額 1,085 円に改正決定

することが適当である旨を答申しました。 

この｢時間額 1,085 円｣は、本年 8 月 4 日に中央最低賃金審議会から示された目安額

(広島県は 63 円)を参考にしつつ、広島県における労働者の生計費及び賃金並びに事業の

賃金支払能力や県内の雇用情勢等を踏まえて慎重に審議され、答申されたものです。 

広島労働局長は、答申を受け、その要旨を公示して異議申出（期限 9 月 2 日）に関す

る手続等を行います。その後、異議申出に係る審議を経て、広島県最低賃金を改正決定す

ることになります。 

なお、改正決定の効力発生日は令和 7 年 11 月１日となる予定で、効力発生後は約 11

７万人の県内労働者に適用されます。 

厚生労働省では、最低賃金・賃金の引上げに向けて、中小企業・小規模事業

者対する生産性向上等の支援を行っています。  

広島労働局では、生産性向上（設備・人への投資等）や、非正規雇用労働者の

処遇改善、より高い処遇への労働移動等を通じ、労働市場全体の「賃上げ」を

支援する各種助成金を一層活用していただくため、9 月に重点的な周知を行うことと

しています（助成金の内容等は別添リーフレットを参照ください）。 
 

【参考：広島県最低賃金額及び対前年度引上げ額・引上げ率】 

 令和３年度  令和 4 年度  令和５年度  令和６年度  
令和７年度  

（答申）  

時間額  899 円  930 円  970 円  1,020 円  1,085 円  

引上げ額  28 円  31 円  40 円  50 円  65 円  

引上げ率  3.21% 3.45％  4.30％  5.15％  6.37％  

 

※最低賃金には「地域別最低賃金」と「特定（産業別）最低賃金」の２種類が

あり、両方の最低賃金の適用を受ける場合は、高い方の最低賃金額が適用され

ます。  
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• 賃上げと設備投資等を含む生産性向上に資す

る計画の作成が必要

• 中小企業が利用可能

• 助成額は、賃金の引き上げ額、引き上げ労働者

数等によって決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

賃上げ＋設備投資活用のポイント

賃金引き上げの支援策

厚生労働省は事業主の皆さまの賃上げを支援しています

賃金引き上げ
事業主の皆さまへ

賃上げコース区分 助成上限額

30円コース 30～130万円

45円コース 45～180万円

60円コース 60～300万円

90円コース 90～600万円

業務改善助成金

事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企業に、その費用の一部を助成します。
中小企業で働く労働者の賃金引き上げのための生産性向上の取り組みが支援対象 （※）です。
※申請前の賃金引き上げ、交付決定前の設備投資は対象となりません。

30人の事業場で、事業場内最低賃金労働者5人の時給を45円引き上げた場合、設備投資に

かかった費用に対し最大10０万円が助成されます。
活用例

• 賃金規定等の増額改定に関するキャリアアッ

プ計画の作成が必要

• 中小企業、大企業どちらも利用可能

• 原則、事業所内全ての非正規雇用労働者の賃

金規定等を改定する必要あり

• 改定にあたり職務評価を活用した場合、昇給

制度を新たに規定した場合は助成額を加算

非正規雇用労働者の賃上げ活用のポイント

キャリアアップ助成金 （賃金規定等改定コース）

非正規雇用労働者の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、その規定を適用させた場合に助成します。
パートタイム労働者など非正規雇用労働者の賃金引き上げが対象です。

中小企業が賃金規定等を５％増額改定し、10人の有期雇用労働者の賃金引き上げを実施した

場合、65万円が支給されます。
活用例

非正規雇用労働者の
賃上げ率の区分

助成額
（１人当たり）

３％以上4％未満の場合 ４万円(2.6万円)

4％以上5％未満の場合 5万円(3.3万円)

5％以上6％未満の場合 6.5万円(4.3万円)

6％以上の場合 7万円(4.6万円)

• 労働時間削減等の取組計画の作成が必要

• 中小企業や中小企業が属する団体が利用可能

• 助成額は、成果目標の達成、賃金の引き上げ

額、賃金を引き上げた労働者数等により決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

労働時間削減等の取組

（賃上げ）＋設備投資等
活用のポイント

コース区分
助成上限額

基本
部分

賃上げ
加算

業種別課題対応コース（※１）
25～
550万円

６～
360万円
（※２）

労働時間短縮・年休促進支援コース
25～
200万円

勤務間インターバル導入コース
50～
120万円

働き方改革推進支援助成金

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門家のコン
サルティング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助成します。

建設業の事業場が設備投資等を実施して、36協定で設定する時間外・休日労働時間数の上限を

引き下げた場合等に、設備投資等にかかった費用に対し最大25～550万円が助成されます。
活用例

（※１）建設業の場合
(※２)労働者数30人以下の場合は倍額を加算
（※３）別途団体向けのコースあり（助成上限額1 ,000万円）

(※)括弧内の金額は、大企業の場合の助成額。１年度１事業所あたりの支給申請上限人数は100人。



• 雇用管理制度又は従業員の作業負担を軽減する

機器の導入計画の作成、実施後の離職率の低下

が必要

• 原則、中小企業、大企業どちらも利用可能(※)

• 助成額は、雇用管理制度・導入機器に応じて決定

• 対象労働者の賃上げ（５％以上）で、助成額を加算

雇用管理改善の取り組み
（賃上げ加算）活用のポイント区分 助成額（※１・２）

①賃金規定制度
②諸手当等制度
③人事評価制度

50万円
（40万円）

④職場活性化制度
⑤健康づくり制度

25万円
（20万円）

⑥作業負担を軽減する機器等
導入経費の62.5％

（50％）

人材確保等支援助成金 （雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

人材確保のために雇用管理改善につながる制度等（賃金規定制度、諸手当等制度、人事評価制度、

職場活性化制度、健康づくり制度）の導入や雇用環境の整備（従業員の作業負担を軽減する機器等の
導入）により、離職率低下を実現した事業主に対して助成します。

複数の雇用管理制度や作業負担を軽減する機器等を導入し、賃上げ（５％以上）を行った場合、

最大287.5万円が支給されます。
活用例

（ Ｒ ７ ． ４ ）

支援策の詳細はHPをチェック

厚生労働省HP

「賃上げ」支援助成金パッケージ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku

nitsuite/bunya/package_00007.html

(※) 賃金規定制度は中小企業のみ利用可能

(※１)括弧内の金額は、賃上げを行った場合以外の助成額又は助成率。

（※２）①～⑤を複数導入した場合の上限額は100万円（80万円）。⑥を導入した場合の上限額は187.5万円（150万円）。

• 職業訓練実施計画を作成し、訓練開始前に労働
局への提出が必要。計画に沿って訓練を実施し
た後、申請

• 10時間以上のOFF-JTによる訓練等が対象
• 中小企業、大企業どちらも利用可能
• 助成額は、訓練内容、企業規模により決定

職業訓練＋経費助成等
（訓練終了後の賃上げ等加算）

活用のポイント区分（※） 賃上げした場合の助成率・額

①賃金助成額
労働者1人１時間あたり

５００円・1000円

②経費助成率
訓練経費の45％～100％
※制度導入に係る助成の場合は、
2４万円・36万円

③ＯＪＴ実施助成額
1人１コースあたり

12万円～２５万円

人材開発支援助成金

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練等を実施した場合等に訓練
経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成します。

活用例

※訓練コース・メニューによって上記区分①～③のいずれが支給されるか異なります（①～③全てが支給される場合もあれば②のみとなる場合もあります。）。

中小企業事業主が、正規雇用労働者1人につき、10時間の訓練（※１）（訓練経費10万円）を受講させ、
訓練終了後、訓練受講者の賃上げ（※２）を行った場合、7万円が支給されます。

※１ 人材育成支援コース（人材育成訓練）の場合
※２ ５％以上の賃上げ又は資格等手当を就業規則等に規定し、訓練受講者に実際に資格等手当を支払い３％以上賃金を上昇させた場合

より高い処遇への労働移動等への支援

特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）

早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）

• 雇入れ支援コース：事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者を早期に無期雇用で雇

入れ、雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

• 中途採用拡大コース：中途採用者の雇用管理制度を整備した上で、中途採用率を一定以上拡大させ

た場合及び中途採用率を一定以上拡大させ、そのうち45歳以上の者で一定以上拡大させ、かつ当

該45歳以上の者全員を雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）

• 在籍型出向により労働者をスキルアップさせ、復帰後の賃金を復帰前と比較し５％以上増加させた

場合に助成（上限額8,635円／１人１日あたり（１事業主あたり1,000万円））します。

• ハローワーク等を通じ、高年齢者や障害者、就職氷河期世代を含む中高年層など（就職困難者等）を

継続して雇用する事業主に助成（30万円～240万円）

• これら就職困難者等を就労経験のない職種で雇い入れ、①成長分野（デジタル、グリーン）の業務に

従事する労働者の雇入れ、②人材育成（人材開発支援助成金の活用）及び雇入れから3年以内に５％

賃上げのいずれかを実施した場合、1.5倍の助成金を支給



令和６年度 業務改善助成金アンケート結果
業務改善助成金を申請した事業場に制度や効果についてアンケートを実施しました。

結果は以下のとおりです。今後とも必要な対応に努めてまいります。（回答数103事業場）

〇 業務改善助成金は・・・「大いに役に立った」（9１.3%）、「まあまあ役に立った」（8.7%）

〇 取組の効果として・・・「生産性の向上につながった」（９９.0%）、
  「最低賃金以外で働く労働者の賃金の引上げ」（３０.1％）

〇 今後の活用は・・・・・・ 「今後も利用したい」（5５.3％）、
  「設備投資する予定があれば考えたい」（２７.2％）

１．業務改善助成金の認知度

２．業務改善助成金制度を知るきっかけ

３．業務改善助成金が役に立ったか

４．取組の結果、どのような効果があったか
（複数回答可能）

５．今後も業務改善助成金を利用したいか

結果概要

【お問い合わせ先】
業務改善助成金コールセンター

 0120-366-440
 （受付時間  平日9:00-17:00）

●    あまり役に立たなかった
０％

●   まったく役に立たなかった
０％

【ワンストップ窓口】
広島働き方改革推進支援センター

 0120-610-494
 （受付時間  平日9:00-17:00）

＜注意事項＞
・過去に、業務改善助成金を活用した事業者も
助成対象になります。
・予算の範囲内で交付するため、期間内に募集
を終了する可能性があります。
・交付決定前に助成対象設備の導入を行った
場合は、助成の対象とはなりません。
・必ず最新の交付要綱・要領で助成要件を確認
ください。（交付要綱・要領は裏面のにある
「業務改善助成金」ページをご参照ください。）

「社員の気持ちに余裕が
できた」等



【取組内容(導入機器等)】
ごはん盛り付けロボット

【導入の効果】
①原材料の計量を手作業で行っていたと
きは、３人で合計２時間程度の時間
を要していたが、機器導入後、２人で
２時間程度となり作業効率が上がった。
②付属商品のおにぎり機を使用して、新
商品を開発したことで、新たな販路拡
大につながっている。

◆ 業務改善助成金の概要
○ 事業所内で最も低い賃金（事業所内最低賃金）を30円以上引き上げ、生産性向上に資する
設備投資等（機械設備導入、コンサルティング、人材育成・教育訓練等）を行った場合に、その
設備等にかかった費用の一部を助成する制度です（要件により、最大６００万円まで）。
○ 令和７年度（第２期）の申請期限は、申請事業場に適用される地域別最低賃金改定日の前日です。

 第３期以降の募集を行う場合、別途HPにてお知らせいたします。

・交付申請書
・事業実施計画書 等

 を広島労働局 雇用
 環境・均等室に提出

交付申請

◆ 業務改善助成金の申請～受領までの流れ

申請内容に沿って
事業を実施

（賃金の引き上げ、
設備の導入、代金
の支払等を実施）

事業の実施

広島労働局 雇用環
 境・均等室に

・助成金支給申請書
・事業実績報告書 等

 を提出

交付決定

申請書等
を審査の
上、通知

交付額決定と
助成金支払い

実績報告書等
を審査し適正
と認められれ
ば、交付額の
確定と助成金
支払いを実施

助
成
金
受
領

○ 広島労働局雇用環境・均等室（※事業場所在地を管轄する都道府県労働局）に対し、所定様式
で申請を行っていただきます。 

業務改善助成金 広島県内の導入事例

・中小企業・小規模事業者であること
(大企業と密接な関係を有する企業（みなし大企業）でないこと）

・事業場内最低賃金と地域別最低賃金との差額が50円以内であること
・解雇、賃下げなどの不交付事由がないこと 等

対象事業者の要件

要件を満たした
事業主は事業場
ごとに申請する

【申請様式・マニュアル等について】 業務改善助成金 検索☞
上記検索、または右のQRコードから
厚生労働省ＨＰ「業務改善助成金」ページにある
 ・交付要綱・各種様式   ＞ 令和７年度申請分
 ・申請のお役立ちツール  ＞ 「申請マニュアル」「申請書等の記入例」等
を参照いただき申請ください。ご不明点は、裏面の問い合わせ先にご連絡ください。

労働局 労働局

申請の単位

【取組内容(導入機器等)】

自動釣銭、QR決済、クレジット
端末と連携のある新型POSレジ

【導入の効果】
①会計ミスがなくなり、お客様とのトラブルが
削減。信用が保たれ、清算業務も改善
善され、生産性が向上した。
②各端末への金額入力作業がなくなり、
作業時間が10%短縮。清算作業が1日
あたり60分から20分に、釣銭準備作業
が1日あたり20分から5分に削減した。

【製造業(食品)】 【医療業】

【取組内容(導入機器等)】
電子カルテ

【導入の効果】
①受付業務がスムーズになり、患者さんの
会計時等の待ち時間が短縮した。
②受付スタッフの残業時間が１か月あた
り約５時間ほど短縮した。

事業事績報告

状況報告 （賃金引上げ後の状況の報告）

【卸売業・小売業】

◇ POSレジシステム ◇ロボット ◇電子カルテ

【申請先】
広島労働局 雇用環境・均等室

 〒730-8538
    広島県広島市中区八丁堀6番30号
    広島合同庁舎第2号5階

082-221-9247（受付時間 平日8:30-17:15）


